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わが国へ体系化された視覚障害児 ・ 者の歩行訓練 (歩行指導) がアメ リ カから導入されたのは1965年 (昭和40) である
が、 視覚障害教育における歩行指導においては諸問題が山積している。 中でも最重要課題は歩行訓練士 (歩行指導の専門
教員) によ って歩行指導が行なわれる必要があるという こ と である。 本研究では、 より多 く の児童生徒のニーズに応え、
その歩行能力向上のためこれまで試みられるこ とのなかった非専門教員が歩行指導の一部を担い、 歩行訓練士と連携する
という 理念を基軸と している。 その理念を顕在化させるために、 平成23年度から平成25年度にわたって上記の連携のあり
方を検討し、 それに基づいて6 校の視覚特別支援学校 (盲学校等を含む) によって実践的研究が実施され、 あり方が錬成
された。 ここでは視覚特別支援学校における歩行指導において、 歩行訓練士と歩行訓練補助員 (特別な研修を修了した教
員) の連携について歩行訓練補助員養成に関する必要な研修の内容と方法、 実際の連携の進め方を含む総合的なあり方を
実践例を含めて明らかにする。 なお、 歩行訓練補助員が担当するのは、 ①基礎的能力の指導 (基礎的能力獲得への働き
かけ等) 、 ②手引きによる歩行の指導、 ③補助具を使用しない歩行の指導(屋内歩行)、 ④フ アミ リ アリ ゼー シヨ ンの実施
であり、 白杖による歩行指導は担当しない。 また、 歩行訓練補助員養成研修会は、 ①研修会1 : 歩行訓練の基本事項、 ②
研修会 2 : 歩行訓練の実際、 ③研修会3 : 障害に関する基礎知識の3 部構成である。 
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1 . 問題の所在と研究内容
わが国へ体系化された視覚障害児 ・ 者の歩行訓練(歩
行指導) がアメリカから導入されたのは1965年 (昭和40) 
であるが、 日本にはな じみにく く 、 適さないと こ ろのあ
るアメ リ カ式の歩行訓練内容 ・ 方法は、 その後、 徐々に
日本に適応した日本式の歩行訓練が形成されて現在に至っ
ている (芝田、2010a)。 しかし、 視覚障害教育における
歩行指導においては、 芝田(2012b、2013a、 他) が指摘
しているよう に諸問題が山積している。 中でも最重要課
題は、 視覚特別支援学校 (盲学校等を含む) において徹
底が不十分である 「歩行訓練士 (歩行指導の専門教員) 
による歩行指導の実施」 である。
現在、 一部の視覚障害教育関係者や多 く の特別支援教
育関係者には理解が十分浸透しているとは言いがたいが、
歩行指導 (特に、 白杖による歩行) は歩行訓練士によっ
て実施されるこ とが大前提である。 それにもかかわらず、
視覚特別支援学校では、 ①歩行訓練士が配置されていな
い、 また、 ②配置されていても1 ~ 2 名程度と少数であ
るという 理由から歩行指導の非専門教員が必要に迫られ
て歩行を教えている例がまだまだ少なく ない。 それは、
歩行訓練の指導者である歩行訓練士養成が開始された19 
70年から40余年が経過しているにもかかわらず、 現在わ
ずか32校の視覚特別支援学校に78名の歩行訓練士しか在
籍しておらず、 長く この数字に増加という 現象が見出さ
れていないという現状から見て取ることができる (芝田、
2013a)。
この状況は、 歩行指導を実施するにあたって最重要で
ある①視覚障害児 ・ 者の歩行の安全性の確保、 そして、
②視覚障害児 ・ 者の 「適切な歩行の能力を習得して一人
で歩きたい」 という ニーズ実現などの理由から早急な改
善が不可欠である。 ただ、 これは非専門教員は歩行指導
に関わってはならないと言う 意味ではないわけで、 この
点が誤って認識される場合がある。 それどこ ろか、 内容
によっては、 非専門教員が積極的に歩行指導に関わるこ
とが有意味で、 歩行訓練士と非専門教員との連携 ・ 協働
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は、 歩行指導において非常に重要で推進されるこ とが必
要である。
本研究では、 より多 く の児童生徒のニーズに応え、 そ
の歩行能力向上のためこ れまで試みられるこ とのなかっ
た非専門教員が歩行指導の一部を担い、 歩行訓練士と連
携するという 理念を基軸と している。 その理念を顕在化
させるために、 平成23年度から平成25年度にわたって上
記の連携のあり方を検討 し、 それに基づいて6 校の視覚
特別支援学校によって実践的研究 (科学研究費補助金に
よ る、 詳細は付記参照) が実施され、 その後、 あり方が
錬成された。 こ こでは、 その成果をまと め、 視覚特別支
援学校における歩行指導において、 歩行訓練士と歩行訓
練補助員 (特別な研修を修了した教員) の連携について
歩行訓練補助員養成に関する必要な研修の内容と方法、
実際の連携の進め方を含む総合的なあり方を実践例を含
めて明らかにする。
2 . 歩行訓練補助員と指導領域
1 ) 歩行訓練と歩行訓練士一養成と課題一
歩行訓練 (歩行指導) は、 歩行の条件の最上位である
安全性の確保の観点から歩行訓練士と受講者である視覚
障害児 ・ 者の1対 1 、 つまり、 集団ではなく マン ・ ツー ・ 
マ ンで、 視覚障害児 ・ 者のニーズに基づいて実施される。 
歩行訓練士とは、 アイ マスクによる演習 (教官と学生が
マ ン ・ ツー ・ マ ンで指導) を主体と し、 他のさま ざまな
関連知識の学習と実習によって修了した専門職で、 現在
の養成機関は以下の 2 か所である (芝田、2012b)。
①厚生労働省委託事業である視覚障害生活訓練等指導
者養成課程 (社会福祉法人日本ライ トハウス養成部で実
施)
②国立障害者リ ハ ビリ テーシ ョ ンセ ンタ ー学院
その他、 上記①と同内容で実施される教育関係者リハ
ビリ テーショ ン研修会(文部科学省後援) 、 及び海外の
適切な養成機関の修了者も歩行訓練士である。 したがっ
て、 その他で 「歩行指導」 という 名のも とに実施される
研修会や講習会では、 期間が短すぎる、 内容が不十分、
教官の技量が不十分などの理由からそれらを修了 しても、
教員が歩行に関する適切な指導技術の習得は困難と言わ
ざるを得ない。 加えて、 独習ではさ らに困難であるのは
言う までもない。
視覚障害教育では、 前述のよう に歩行訓練士ではない
教員による歩行指導が実施されている視覚特別支援学校
があるが、 こ れは、 中途視覚障害者、 及び視覚特別支援
学校卒業者が対象である視覚障害リハビリ テーシ ョ ン施
設 ・ 機関では、 上記の適切な2 機関修了者である歩行訓
練士が中心と なって歩行訓練が実施されているこ と と好
対照をなしている。 その結果、 教育系からすれば残念な
こ と ではあるが、 総体的にみて、 視覚障害リハビリ テー
ショ ン領域の方が、 視覚障害教育領域より質の高い歩行
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訓練が提供できている。 この課題解決には、 文部科学省
をはじめ、 教育委員会、 視覚特別支援学校、 視覚障害教
育関連学会 ・ 研究会、 視覚障害当事者団体、 そして関連
教員養成系大学が協力 して当たらなければならないだろ
う (芝田、2013a)。
2 ) 歩行訓練補助員と歩行訓練士の連携
視覚特別支援学校の歩行指導に関する非専門教員で、
歩行訓練士による養成研修会修了の教員を歩行訓練補助
員と称し、 歩行訓練士とともに歩行指導の一部を担当す
るこ とで連携して指導に当たる。
3 ) 歩行訓練補助員が担当する4 領域
歩行訓練補助員が担当するのは、 以下の4 領域である。 
なお、 白杖による歩行指導は担当しない。
①基礎的能力の指導 (基礎的能力獲得への働きかけ等)
②手引きによる歩行の指導
③補助具を使用しない歩行の指導 (屋内歩行)
④フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンの実施
4 ) 基礎的能力の指導のあり方
基礎的能力については、 「指導」 と なってはいるが、
いわゆる 「指導」 ではなく 、 実際には日々の視覚障害児
への 「働きかけ」、 「対応」、 「周囲の配慮」 等を主題とす
る場合もあるため、 主に就学前の段階では 「勉強 ・ 学習」
的ではない面がある (芝田、2010a)。 主眼は、 既知とな
る対象の増加、 及び知的好奇心の高揚である。 
1 . 歩行訓練補助員養成研修会のあり方
歩行指導を連携して進める前提と して、 歩行訓練補助
員 を養成するための研修会が必要である。
1 ) 研修会の構成
歩行訓練補助員養成研修会は、 次の3 部構成になって
い るo
①研修会 1 : 歩行訓練の基本事項
②研修会 2 : 歩行訓練の実際
③研修会 3 : 障害に関する基礎知識
2 ) 指導テキス ト
研修会におけるメイ ンテキス ト は以下である。 その他
のテキス ト は適宜、 検討 ・ 作成する。
① 「視覚障害児 ・ 者の歩行指導一特別支援教育からリ
ハビリ テーショ ンまで 」(芝田裕一著、 北大路書房) 
(テキストY とする、 芝田、2010a)
② 「視覚障害児 ・ 者の理解と支援」(芝田裕一著、 北
大路書房) (テキストz とする、 芝田、2007)
3 ) 研修会受講者 (歩行訓練補助員) の選定
研修会実施に先立つてまず、 研修会受講者、 つまり歩
行訓練補助員となる教員の選定が大切であるが、 それに
は次の 2 つの留意点がある。
①研修会受講者を希望制にするか指名制にするかを検
討する。 指名制の場合は、 歩行指導に関する技量や意欲
視覚障害児童生徒の歩行指導における教員の連携
等を見極めてお く 必要がある。
②歩行訓練補助員は、 視覚特別支援学校への異動後3 
年以上が望ましい。
4 ) 研修時間の確保と時間数の検討
日常の校務中という 限られた時間内で養成研修会を実
施しなければならないため、 適切に研修時間を確保する
こ と、 さ らにその時間数を検討するこ とが必要と なる。 
以下はその留意事項である。
①校内での年間研修計画の中に組み入れて十分な研修
時間を設定する。
②以下のよう な例が考えられる。
1 ) 夏季休業中に集中して時間を取る。 たとえば、3 
日間を研修日と し、 集中的に研修会を行う のもよい。
2 ) 視覚特別支援学校に赴任して3 年目までに一通り
の研修を受けられるよう な3 年間程度の計画で実施する。
3 ) 年間12回 ( 1 か月に1 回) 実施できると研修と し
ては充実できるが、 最低10回程度は必要であろう。 また、
研修と研修の間に歩行訓練補助員同士で復習ができると
よいo
4 ) 研修会は 1 、 2 学期に実施するという計画が望ま
しい。 3 学期は課業期間そのものが短い上に種々の校務
や会議に放課後の時間が取られるため時間の確保は難し
い o
5 ) 歩行訓練補助員の対象者を1 人から2 人と少人数
と し、 年度当初、 あるいは前年度に定めておけば授業等
の空き時間を合わせて研修が実施しやすい。 教務が時間
割を組むと きに管理職からそのよう に指示があるとよい。 
11. 歩行訓練補助員養成研修会の進め方
1 . 研修会1 : 歩行訓練の基本事項
歩行訓練補助員養成の研修会 1 は、 歩行訓練に関する
基本事項である。
1 ) 内容
テキス トY を使用する。 各項目末尾の( ) 内はテ
キス トY に掲載されている章を示す。
(1 )基礎
①歩行指導の基本的概念 (第 1 章)、 ②歩行の指導者
とその心得 (第 2 章) 、 ③歩行の指導法 (第 4 章) 、 ④指
導の理念と考え方 (第 5 章) 、 ⑤ヵ リキユラムと実施の
留意事項 (第 6 章) 、 ⑥白杖 (第 8 章) 、 ⑦視覚障害児に
対する歩行指導に関する留意点 (第20章)
(2)応用
⑧白杖操作技術と指導 (第 9 章) 、 ⑨道路における歩
行技術 (第10、11章)、 ⑩交通機関の利用 (第12章)、 ⑪
つまずきの指導と援助依頼 (第13、14章)
2 ) 方法・ 留意点
①テキスト を用いた講義形式と し、 一定の範囲で説明
や補足を行う。 
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②その学校の状況に応じて内容等は検討することが大
切である。 たとえば、 i 必要に応じて内容を詳細に解説
しなく てもよい、ii その学校の特性に応じて概略でよい、
f l一部割愛してよい、iv(2)応用 (⑧~ ⑪) は必要に応じ
ての実施でよい、 等である。
③質問は随時受付け、 不十分な理解とならないよう留
意する。
④講義での対象は、 自校の児童生徒だけに限定せず、
一般的な視覚障害児童生徒を想定する。
⑤一般的に、 特別支援教育の教員や保護者などには
「白杖を持てば歩ける」 という安易な考えが多 く みられ
るため、 この点に留意しながら、 視覚特別支援学校にお
ける歩行指導の総合的な考え方が理解できるよう にする。 
2 . 研修会 2 : ①歩行訓練の実際一総合的な留意点
歩行訓練補助員養成の研修会 2 は、 歩行訓練の実際で
ある。 既述したよう に、 歩行訓練補助員が担当する内容
は、 ①基礎的能力の指導 (基礎的能力獲得への働きかけ
等) 、 ②手引きによる歩行の指導、 ③補助具を使用しな
い歩行の指導、 ④フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンの実施の4 領
域である。
まずここで総合的な留意点を論じ、 その後、 上記の4 
つの領域について、 内容、 方法 ・ 留意点を順次述べてい
く。
①テキス ト を用いた講義形式が主であるが、 必要に応
じてアイ マスクによる疑似障害体験による演習(実技) 
形式とし、 一定の範囲で説明や補足を行う(芝田、2007、
2012a)。 演習はペアで行う とよい。
②講義 ・ 演習の後、 歩行訓練補助員が体験をする実習
形式で行う。
③歩行訓練士が、 どのよう な方法で、 また、 どのよう
な点に留意して指導しているかを理解すると共に、 「手
引きによる歩行」 や 「補助具を使用しない歩行」 等につ
いては、 歩行訓練補助員が歩行の条件 (芝田、2010a) 
に基づいて指導できるこ と を日標にする。
④必要に応じて、 用語等を講師と受講者間で検討し、
統一 しておく とよい。
⑤視覚優位の指導の不適切さを体験から気づけるよう
にする。
⑥質問は随時受付け、 不十分な理解とならないよう す
る o
⑦夏季休業中等にフォローアップ的な研修を歩行訓練
士が実施するとよい。
3 . 研修会 2 : ②歩行訓練の実際一基礎的能力の指導
テキストY (第17章、 第18章) を使用する。
1 ) 内容
①知識1 : 左右と方角、知識2 : 環境、知識3 : 言葉 ・ 
用語、 ②感覚 ・ 知覚1 : 聴覚、 感覚 ・ 知覚2 : その他、
③運動、 ④社会性、 ⑤心理的課題、 ⑥指導の背景となる
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概念とその習得課程、 ⑦指導における基本的考え方、 ⑧
知識に関するつまずき、 ⑨知識、 感覚 ・ 知覚、 運動、 社
会性、 心理的課題の指導、 ⑩総合的留意事項
2 ) 方法・ 留意点
①テキス ト を用いて実例を付加しながら、 どのよう な
場面でどのよう な能力が必要かを具体的に解説し、 必要
によ って質疑応答を行う。
②前述のよう に、 基礎的能力の指導と して 「指導」 と
しているが、 いわゆる 「指導」 ではない点を確実に教授
する。
③基礎的能力は最重要項目であるため講義には時間を
かける。
④基礎的能力の概念は、 視覚障害児だけにと どまらず、
他の障害児、 さらに健常児にと っても必要なものであり、
適用できる。
⑤年齢 (段階) 別の指導方法は以下を参考とする。
3 ) 年齢 (段階) 別の指導方法
テキス トY 第18章には、 基礎的能力の指導方法と し
て次の6項目が示されている。
①状況の提示と必要に応じた機能の説明一 語り かけ
この内容には段階によ って、 語り かけによ ってものに
は名前がついているこ と も知らせ、 気づかせる。
②機能性を主体とする指導
③具体的な対象との連合
④主体的な行動
⑤視覚的イ メ ージが介在する対象の指導
⑥家族等周囲の用語の使用 家族間の会話
ここではそれらを年齢(段階) 別に分類して示す。
(1)段階 1 一受障時 (障害を負った時期) から、 ①、 ⑤、
⑥の 3 項目を開始する。
(2)段階 2 ーハイハイができ る時から開始 し、 段階1 の
3 項目に④を付加する (計①、 ④、 ⑤、 ⑥)。
(3)段階3 - コ ミ ュニケーシ ョ ンがと れる時から開始し、
段階2 の4 項日に②を付加する (計①、 ②、 ④、⑤、 ⑥)。
(4)段階 4 一就学後から開始し、 段階3 の 5 項目に③を
付加する (計①、 ②、 ③、 ④、 ⑤、 ⑥)。
4 . 研修会 2 : ③歩行訓練の実際一手引きによる歩行の
指導
テキス トz を使用す る。 なお、 手引 き によ る歩行に
は、 歩行訓練 (歩行指導) と しての視覚障害児 ・ 者の手
引き技術向上のための方法 (A の方法) と介助と しての
手引きの方法 (B の方法) がある (芝田、2007)。
1 ) 内容
①手引きの理念、 ②歩行訓練と しての手引きの技術
A の方法一、 ③手引きによる歩行の指導の留意点一A の
方法一 、 ④B の方法の留意点およ びA の方法との相違
占
2 ) 方法・ 留意点
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①演習は、 廊下、 体育館、 校庭等を使用して基本の形
態を実施後、 校外へ出て学校周辺の住宅街、 準繁華街等
で実際に必要と思われる場所や状況を想定して行う。
②手引きによる歩行の意義 ・ 重要性と安全性の確保等、
手引きの条件の大切さを解説する。
③歩行指導と しての手引き技術向上の方法(A の方法) 
と介助と しての手引きの方法(B の方法) の意義、 相違
点が確実に理解できるよう にする。 つまり、 児童生徒向
けの指導 (A の方法) と、 教職員 ・ 保護者向けの指導
(B の方法) の相違である。
④受講者自身の知識 ・ 理解を確かなものにするために
校内の基本ルート を使って受講者が説明(指導) しやす
い用語を工夫する。 また、 別のルート を設定して指導す
る方法を考案し、 その内容やポイ ント について歩行訓練
士と共に検討する。
5 . 研修会 2 : ④歩行訓練の実際一補助具を使用しない
歩行の指導
テキストY (第 7 章) を使用する。 なお、 補助具を使
用しない歩行は一般的には屋内歩行であるため、 校内、
教室内における歩行を意味する。
1 ) 内容
①補助具を使用しない歩行技術一 - 1 ) 手による伝い
歩き、2 ) 手による防御1 : 上部防御、 3 ) 手による防
御 2 : 下部防御、4 ) 防御の応用 : 落し物の拾い方、5 ) 
方向の取り方1 : 直角の方向の取り方、6 ) 方向の取り
方 2 : 平行の方向の取り方
②指導の留意点
③補助具を使用しない歩行の成り立ち
2 ) 方法・ 留意点
①廊下や教室等を使用し、 実際に必要と思われる場所
や状況を想定して行う。
②手による伝い歩き、 手による防御、 方向の取り方の
基本の形態をペアで交互に指導し合い、 理解を深める。
③フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの研修前に実施する。
6 . 研修会 2 : ⑤歩行訓練の実際一 フアミ リアリゼー ショ
ンの実施
テキストY (第16章) 、 及びテキストz (第 7 章) を
使用する。
1 ) 内容
①フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの体系、 ②歩行指導におけ
る位置づけ、 ③室内フ アミ リ アリ ゼーシ ヨン、 ④廊下フ ア
ミ リ アリ ゼーシ ヨ ン、 ⑤ルー ト フ アミ リ アリ ゼーシ ヨ ン、
⑥地域フ アミ リ アリ ゼー シ ヨン、 ⑦自動車フ アミ リ アリ
ゼ ー シ ヨ ン
2 ) 方法・ 留意点
①廊下、 教室等を使用し、 実際に必要と思われる場所
や状況を想定して行う。
②長時間歩き慣れて覚えるという事ではなく 、 歩行の
視覚障害児童生徒の歩行指導における教員の連携
条件に基づき、 安全性の確保、 能率性の検討など確実に
歩ける理論と技術を講義や演習でしっかり理解し、 実施
できるよう にする。
③指導者役と児童生徒役に分かれての演習を実施する。 
その際、 指導者役の説明があいまいになったり、 そのた
めに指導者役と児童生徒役とのコ ンタ ク ト がう ま く 取れ
ない場合が想定されるため、 適宜補足を加えたり、 一旦
演習を中断するこ と も必要である。
更用頻度の高い教室 (室内フ アミ リ アリゼー シヨン)、
玄関から各教室の往復 (ルー ト フ アミ リ アリゼー シヨン) 
など、 実際の状況を想定して行う。
⑤校内の部屋、 廊下、 階段、 出入り口などの環境に固
有の名称 (北階段、 第1廊下など) をつけ、 児童、 生徒、
教職員で共有する。
⑥ 4 月に新入生に対してすぐ必要となるので、 春休み
中の新転任者研修の中に教室内等のフアミ リ アリゼー シ ヨ
ンの実施方法を入れておく と よい。
7 . 研修会 3 : 障害に関連する基礎知識
歩行訓練補助員養成の研修会 3 は、 視覚障害のみなら
ず障害全般に関連する基礎知識で、 総合して特別支援教
育、 さ らに特別支援学校等教員においてはまだまだ十分
浸透していないと言われる分野である。
1 ) 内容
代表的なものと して、 ①障害理解(芝田、2010b、
2011、2013b ; 他) 、 ②ICF、 ③ノ ーマライ ゼーシ ヨン、
④QOL、 ⑤障害受容 (芝田、2007 ; 他) 、 ⑥自己決定、
⑦キャリ ア教育、 ⑧特別支援教育の現状と課題、 ⑨保護
者対応などがある。
2 ) 方法・ 留意点
①テキス トY、z から必要箇所の選別、 他の図書から
の引用などによって研修資料とする。
②専門用語は必要に応じた解説とする。
③質疑応答の時間を大切にして障害に関する基礎知識
の理解を深める。 
m. 歩行訓練士と歩行訓練補助員との連携
先述の 4 領域の歩行指導において歩行訓練士と歩行訓
練補助員とで連携して進める。
1 . 4 領域に関する連携のあり方
①フ アミ リ アリ ゼーシ ヨ ンについては、 その方法を言
語化したマニュアルをつく っておき、 児童生徒への指導
で活用するとともに教職員と共有する。 また、 ルー ト フア
ミ リ アリ ゼー シ ヨン用に校内の歩行方法(歩行能力の地
図的操作における行動計画、 芝田、2010a) を定めてお
き、 児童生徒 ・ 教職員で共有する。
②歩行訓練補助員が4 領域に関する歩行指導を担当す
る際、 まず歩行訓練士によるスー パー バイ ズを受ける。
③児童生徒の指導記録 (進度表) を作成し、 何がどこ
65 
まで指導でき ているのか歩行訓練士と歩行訓練補助員で
共有してその後の指導に活用する。 そのため定期的な情
報交換会を実施する。
④ 4 領域について実施した内容を教職員間の共通理解
とする。 こ れは重複障害学級においても同様である。
⑤十分な指導体制が取れるよう に管理職をはじめ、 教
職員全体の理解が必要である。
⑥適宜、 歩行訓練士、 歩行訓練補助員、 他の教員の3 
者での連携も必要である。
2 . 他の連携
①歩行訓練補助員が新転入職員研修の際、 講師と して
手引きによる歩行と フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンに関する研
修を実施するのもよい。
②校内研修会、 教育実習 ・ 介護等体験実習(学生) へ
の指導、 各種研修会 ・ 講習会は歩行訓練補助員が中心と
なって実施するのもよい。 その際、 歩行訓練士は適宜スー 
パー バイズを行い、 必要に応じて事後の検討を共同で行
う とよい。
その他には以下がある。
①全教職員 (事務職員を含む) 対象の基礎的能力の指
導、 及び介助と しての手引きによる歩行(B の方法) に
関する研修会を実施するとよい。
②補助具を使用しない歩行の指導やフ アミ リ アリ ゼー 
シヨンは知識と して全教職員が理解しておく のが望ま し
い。 そのための研修会の実施が必要である。
③研修会 1 (歩行訓練の基本事項) の受講者の中から
歩行訓練補助員を選抜し、 その後、 研修会2 、 研修会3 
を実施する方法も考えられる。 
IV. 実践事例1 : 北海道札幌盲学校
1 . 研究1 年次 (平成23年度)報告
1 ) 研修会の概要
研究 1 年次は、 本校教職員を対象に平成23年11月~ 平
成24年 3 月に全12回を実施した (表 4 - 1 )。 研修項日
は、 ①基礎的能力の指導、 ②手引きによる歩行の指導
③補助具を使用しない歩行の指導、 ④フ アミ リ アリ ゼー 
シ ヨンの実施と し、 時間は1 回を60分 (基礎的能力の指
導は40分) と した。2 名の歩行訓練士が担当し、 テキス
トY を用いた。
2 ) 研究 1 年次の成果と課題
(1)研修内容 ・ 方法
基礎的能力の指導は幼稚部から中学部までの教職員を
対象と し、 日常的に重要な事項を中心に説明したが、 や
はり基礎的能力は歩行指導の根幹であるため、 各学部及
び寄宿舎指導員等を対象にそれぞれに必要な研修内容が
望まれる。 基礎的能力の指導以外の研修は、 演習の前後
にテキス トY を使用 した説明を取り入れたこ と で、 演
習が理論に基づいたものと して体験的に習得され効果的
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表4 -1 1 年次の研修会の概要
基礎的能力 2 基礎的能力の指導 2 0 会議室 説明 
屋内歩行 2 
手によ る伝い歩き 
手によ る防御(上部 ・ 下部) 
手によ る防御の応用 4 
会議室 ・ 廊下 説明→演習 (単独) →補足 
直角と 平行の取 り 方 廊下 説明→演習 (単独) →補足 
t arn 4 
各 Famの実施方法 
4 
会議室 説明 
室内 t arn と その実施 会議室 ・ 各教室 説明→演習(ペア) →補足 
廊下 Famと その実施 会議室 ・ 各教室 説明→演習 (ペア) →補足 
ルー ト t arn と その実施 会議室 ・ 廊下 ・ 教室 説明→演習(ペア) →補足 
手引き 
4 
手引 きの指導と その実施 
4 
会議室 説明 
基本姿勢の指導について 会議室 ・ 廊下 ・ 体育館 説明→演習(ペア) →補足 
狭所 ・ 溝ま た ぎ ・ 段差 
階段 ・ 持 ちかえ ・ 転換 
戸の通過 ・ 白杖携行等 
会議室 ・ 廊下 ・ 体育館 説明→演習(ペア) →補足 
復習と ま と め 会議室 ・ 廊下 ・ 体育館 説明→演習(ペア) →補足 
注) フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンはFam と表示
表4 - 2 2 年次の研修会の概要 (各校への案内) 
【1 日目 1 月 8 日 (火) 】
8 : 3 0 オ リ エ ンテー シ ョ ン
9 : 0 0 ~ 1 0 : 3 0 盲学校の歩行指導について等[説明 90 分 ]
1 0 : 4 0 ~ 1 2 : 1 0 補助具を使用 し ない歩行(屋内歩行) の技術 ・ 指導
[説明 30 分 ・ 演習60 分 ]
1 3 : 1 0 ~ 1 7 : 0 0 手引きによ る歩行の技術 ・ 指導(1) [説明 80 分 ・ 演習150 分 ] 
【2 日目 1 月 9 日 (水) 】
9 : 0 0 ~ 1 2 : 0 0 手引きによ る歩行の技術 ・ 指導(2) [説明 60 分 ・ 演習120 分 ] 
1 3 : 0 0 ~ 1 7 : 0 0 フ ア ミ リ ア リ ゼーシ ヨ ン[説明 80 分 ・ 演習160 分 ] 
な研修と なった。 ただし、 指導法が日常的、 実際的な指
導につながるかどう かは受講者自身の意識と意欲、 校内
での指導体制によると こ ろが大きい感がある。
(2 )研修時間の確保
演習が伴う研修は歩行訓練士の数や実施内容に左右さ
れるが、 一定の時間確保が必要であるため、 研修を担当
する校務分掌等との調整により、 年間をとおした研修計
画を組む必要がある。
2 . 研究 2年次 (平成24年度) 報告
1 ) 研修会の概要
研究 2 年次は、 道内5 校の盲学校教職員を対象と して
平成25年 1 月に2 日間実施した (表4 2 )。 研修項目
は、 ①白杖、 歩行訓練の全体的な進め方、 歩行訓練のあ
り方、 ②基礎的能力の指導、 ③手引きによる歩行の指導、
④補助具を使用しない歩行の指導、 ⑤フ アミ リ アリゼー 
シヨンの実施と し、 時間は2 日間で合計14時間と した。 
1 名の歩行訓練士が担当し、 テキストY、 及びテキスト
z を用いた。 参加者は本校以外から4 名が参加した。 盲
学校経験年数は、 5 年未満 2 名、10年以上2 名で、 所属
学部は小学部2 名、 高等部普通科1 名 ・ 専攻科1 名であっ
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た。
2 ) 研究 2 年次の成果と課題
(1 )地域性を考慮した研修会の企画と各校との連携
北海道の地域性を考慮し、 道内5 校の盲学校から参加
者を公募した。 参加者の事後アンケートからも一定の研
修効果が認められ、 各自の専門性の底上げと同時に各校
との連携が予想できるよう になった。 道内盲学校全体で
歩行訓練士が 1 名である現状から、 各校に歩行訓練補助
員等がいることにより、 各校の歩行指導技術の質の向上
と ともに児童生徒の歩行の安全性が向上するこ とが期待
できる。
(2) 研修内容のプログラム化と実施時間
テキストY、z から研修実施上での留意点を付加した
研修プロ グラムの試案を作成し、 これをもと に実施した。 
当年度の研究の実施予定であった、 歩行訓練補助員養成
の研修会 1 (歩行訓練の基本事項) 及び研修会2 (歩行
訓練の実際) を合わせて行う形で実施した。 また、 時間
的な関係から、 障害理解(芝田、2010b、2011、2013b ; 
他) 、 ICF、 ノ ーマ ラ イ ゼーシ ヨ ン、QOL、 障害受容
(芝田、2007 ; 他) 等については、 研修会1 の部分で関
視覚障害児童生徒の歩行指導における教員の連携
連して触れた程度で、 研修会3 (障害に関する基礎知識) 
の実施には至らなかった。 また、 研修に要する時間は今
回の研修会の実施から最低でも2 日半から3 日、 時間に
して17時間から21時間は必要であると考えられる。 
V . 実践事例 2 : 奈良県立盲学校
1 . 取り組みの概要
本研究の趣旨は、 歩行訓練士と共に、 ①基礎的能力の
指導、 ②手引きによる歩行の指導、 ③補助具を使用しな
い歩行の指導、 ④フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの実施ができ
る人材 (歩行訓練補助員) の養成である。 本校では、 ま
ず、 ②③④の内容を指導できる人材の育成を念頭に養成
研修の位置づけと方法の確立を目指して3 年間の取り組
みを行った。 具体的には、 平成23年度は、 従前の研修体
制を整理して見直し、 研修の位置づけや必要と思われる
研修回数や内容を検討し、 研修計画を作成した。
平成24年度は、 前年度に作成した研修計画をもとに研
修を実施し、 作成した研修計画の妥当性を検証すると と
もに研修テキス ト を作成した。 そして、 平成25年度は、
研修を受けた教員による指導を実施し、 研修内容が実際
の指導場面に対応できる内容であったかという 視点から
検討を加えた。
2 . 取り組みの成果
1 ) 研修の位置づけの確立
本校では、 これまでも教員を対象と して歩行研修が実
施されてきた。 しかし、 それはあく までも歩行訓練士が
行っている指導内容を知り、 知識を深めること を目的と
したものであった。 そこで、 歩行訓練補助員の養成研修
は、 従来の歩行研修とは区別して歩行研修を受講した上
で、 なおかつ、 指導できるこ と を目的と して受講する研
修と して位置づけ、 歩行研修を2 層構造と して整理した。 
また、 受講者の受講要件を、 ①従来の歩行研修をすべて
受講した者で、 かつ②着任後、3 年を経過している者と
位置づけた。
2 ) 研修の実施と テキス トの作成
平成24年度に小学部教員 1 名、 寄イ宿舎指導員1 名を対
象に歩行訓練士 3 名が指導に当たる10回の研修を実施し
た。 1 回の研修時間は90分である。 研修は指導できるこ
と を目的と しているため、 指導する具体的な場と して新
入生 (児童生徒) を対象と して手引きによる歩行技術や
屋内歩行技術 (補助具を使用しない歩行技術) 等を教え
る機会 (本校では歩行オリエ ンテーショ ンと呼んでいる) 
を想定し、 研修方法は、 指導教員によるデモンス ト レー
ショ ンと受講教員による指導実習の2 回一組を基本と し
て行った。 また、 研修では、 説明用語を全員で吟味し、
わかりやすい用語を統一 するなど用語や方法について検
討 し、 基本と なる指導マニュアル ・ 養成研修テキス ト を
作成した。 
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3 ) 受講教員による指導の実施
平成25年4 月17 ・19日 (15 : 30~ 16 : 15) に保健理療
科 1 名、 専攻科理療科3 名の新入生、 計4 名を対象と し
て研修を修了 した教員が中心と なって歩行オリエ ンテー
ショ ンの指導を実施した。 スムーズに研修が実施でき、
養成研修が実際の指導場面に対応できる内容であったこ
とが確認できた。
4 ) 研修方法の確立
平成24 ・25年度の取り組み後の反省 ・ 検討を反映させ、
11回を基本とする研修方法を確立した(表 5 1 )。 な
お、11 回の研修の間には自主的な復習の機会も設けるこ
と と した。
3 . 取り組み全体のまとめ
平成23年度から2 年余りの取り組みをとおして、 歩行
訓練士と共に手引きによる歩行、 フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ
ン等の領域の歩行指導に携わる歩行訓練補助員の育成を
行う こ とができた。 研修体制を2 段階に設定し、 指導マ
ニュアル ・ 講座テキス ト を作成できたこ と、 また、 実際
に指導を担当していく 場面を設定できたこ とで、11回の
研修や養成のシステムを確立できたこ とは大きな成果で
あっ た。 今後は、 「歩行オリ エ ンテーシ ョ ン」 の実施、
新入生に対するフ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンの実施に加えて
通常の歩行研修の補助、 また、 新着任教員や保護者に対
する手引きによる歩行の指導の研修、 見極め後の見守り
等に活躍の場を広げられるよう 、 共に取り組んでいきた
いと考えている。 数年後には歩行訓練補助員が増え、 学
校全体の歩行指導に関する取り組みが進展することが期
待 さ れる。 
VI . 実践事例 3 : 岐阜県立岐阜盲学校
1 . 本校の歩行指導の状況
本校には、 厚生労働省委託事業である視覚障害生活訓
練等指導者養成課程を修了した教諭2 名と、 視覚障害リ
ハビリ テーショ ン施設である視覚障害者生活情報センター
の歩行訓練士 1 名 (非常勤講師と して週2 時間来校) の
計 3 名体制で歩行指導を実施している。
2 . 本校における歩行に関する研修会の実施状況
1 ) 平成22年度まで
専門性向上のための研修と して、 点字指導、 弱視教育、
早期教育、 歩行指導などについての職員研修が年2 回実
施されていた。 平日の放課後3 時50分から5 時までの時
間に上記の研修が一斉に実施され、 教員は希望する研修
に参加する。 そのため、 その時の興味関心やニーズに応
じてその都度選択するため偏り があった。
2 ) 平成23年度
年度当初に歩行指導についての研修を受けたい教員を
募つて研修を実施した。 研修時間の確保が難し く 、 夏季
休業中を含め以下の内容で4 回の実施であった (参加者
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表5 -1 研修の回数と内容
回数 内 容 
1 歩行オリエンテ シーョンの指導内容の見学 【内容】指導教員による指導の見学 
2 
指導教員による歩行オリエンテ シーョン1 日目 説明テ゛ モンストレ シーヨン(1 ) 
【内容】(1 )手引きの基本的な方法と留意点(2)狭所の通過 
3 
受講教員による歩行オリエンテ シーョン1 日目 説明実習(1 ) 
【内容】は前回と同様 
4 
指導教員による歩行オリエンテ シーョン1 日目 説明テ゛ モンストレ シーヨン(2) 
【内容】(1 ) 手による伝い歩き(2) 手による上部防御 
(3)手による下部防御(4)方向のとり方(直角の方向のとり方) 
5 受講教員による歩行オリエンテ シーョン1 日目 説明実習(2) 【内容】は前回と同様 
6 指導教員による歩行オリエンテ シーョン2 日目 説明テ゛ モンストレ シーヨン 【内容】(1 ) 階段の昇降(2) 清などをまたぐ場合(3) その他の留意事項 
7 
受講教員による歩行オリエンテ シーョン2日目 説明実習 
【内容】は前回と同様 
8 受講教員による歩行オリエンテ シーョン説明実習 総復習 
9 
指導教員によるフアミリアリ・eー シヨンの指導テ゛ モンストレー シヨン(1) 
【内容】生徒昇降口→生徒の自教室までの往復を想定した 
フアミリアリゼ シーヨンの指導方法 
10 
受講教員によるフアミリアリーeー シヨンの指導実習 
【内容】は前回と同様 
11 総復習,まとめ 
は約15名)。
①基礎的能力についての研修 (夏季休業中) : 1 回
②手引きによる歩行についての研修: 1 回
③屋内歩行技術 (補助具を使用しない歩行技術) と屋
内でのルー ト フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンについての研修: 
1回
④室内 フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンについての研修: 1 回
基礎的能力についての研修では、 白杖指導の導入時期
について理解してもらう こ とができ、 この内容での研修
は特に小学部の教員に必要であるこ と を感じた。
3 ) 平成24年度
歩行訓練補助員を想定して歩行についての研修の一層
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の充実を図ったが、4 月の新転任者研修の他に職員研修
と して実施できたのは、 以下の内容で5 回であった。
①屋内歩行技術に関する研修: 1 回 (10名)
②廊下フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの実施に関する研修: 
1 回 (12名)
③室内 フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの実施に関する研修: 
1 回 (12名)
④基礎的能力についての研修: 2 回 (38名)
残念ながら歩行訓練補助員を希望する教員がいなかっ
たため研修の参加者はその都度募つた。 参加者は、 ほと
んどが本校3 年目までの視覚障害教育に携わって日の浅
い教員であった。 本校は、 近年、 年度ごとの教員の入れ
視覚障害児童生徒の歩行指導における教員の連携
替わり が激し く 、 理療科の教員や分掌長を任されている
教員を除く とほと んどの教員が3 年目までという状況で
あった。 歩行指導に関しては、 歩行訓練士が担当するの
で任せておけばよいという 意識が強く 、 研修は必要がな
いと考える教員もいて視覚特別支援学校の経験が長い教
員ほどそう いう 傾向があった。
4 ) 寄宿舎指導員を対象と した研修会の実施状況
勤務の関係で放課後の研修への参加が難しいため、 夏
季休業中に集中して研修を実施している。 毎年、2 日間
( 7 ~ 8 時間) 、 基礎的能力の指導、 手引きによる歩行の
指導、 フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの実施が主な研修内容で
ある。 平成24年度は以下の通り である。
①フ アミ リ アリ ゼーシ ヨ ンの実施: 4 時間
②手引きによる歩行と アイマスク体験の実施: 2 時間
③歩行指導に関する質疑応答: 1 時間
寄宿舎指導員は年度ごとの異動が少ないため、 毎年繰
り返し同じよう な内容で研修することになるが、 指導員
からは、 「毎年、 研修会に参加するこ と で、 1 回では理
解できなかったこ とが2 回目 3 回目と回を重ねるこ とで
理解できてく る。」 という 感想が多い。
3 . 歩行訓練士と非専門の教員 (寄宿舎指導員を含む) 
との連携
本校における非専門教員 (歩行訓練補助員ではない) 
との連携について以下に例を挙げる。
①寄イ宿舎では、 フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンの研修会で使
用した部屋の説明時のマニュアルを作成し、 新入舎生に
対 して指導員がそのマニュアルに乗つ取つて指導するた
め、 担当によって説明の仕方が違って混乱を招く という
こ とが減ってきている。
②重複障害の児童生徒に対して手による伝い歩きなど
の補助具を使用しない歩行技術を習得させ、 1 人で移動
できる場所を増やしていけるよう にした。 必要に応じて
自立活動の時間に入って、 児童生徒に指導すると と もに
教員にも指導のポイ ント を覚えてもらう よう にした。
4 . 今後の課題
歩行指導 ( 白杖操作を伴わない指導) について非専門
の教員も理解した上で連携して指導に当たれるよう にす
るため、 年間4 ~ 6 回の研修を年度当初に計画して実施
していけるよい。 しかし、 研修時間の確保が難し く 、 十
分な時間の確保ができないのが現状である。 歩行訓練補
助員の養成について、 教員の入れ替わり が激し く 専門性
が積み上がっていきにく い現在の状況では、 対象になる
教員の選定の段階から難し さがある。 本校においては、
2 ~ 3 年間で一通りの研修を修了できるよう なシステム
にするなど、 教員全体の視覚障害教育に関する知識、 理
解を向上させるこ とが必要である。 
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Ⅶ. 実践事例 4 : 大阪市立視覚特別支援学校
1 . 本研究開始時の本校の 「連携」 の状況
平成23年度に本研究を開始する以前から、 本校には小
学部 3 名、 中学部1 名、 高等部1 名の計 5 名の歩行訓練
士が在職している。 非専門の教職員に対する初任者研修
や、 日常の歩行指導は歩行訓練士同士の連携のもとに実
施してきた。 しかし、 各学部に歩行訓練士が在籍してい
るこ とで、 非専門の教職員の意識には 「歩行指導は全て
の過程を歩行訓練士に一任する」 という傾向がある。 そ
のため、 歩行訓練士のほう でも自分が担当すべき教育活
動 (自立活動) の一環と して位置づけ、 「非専門の教職
員との連携を図る」 という 視点からの十分な取り組みを
進めるまでには至っていなかった。
2 . 3 年間の本研究の概要
1 ) 平成23年度
歩行訓練補助員と して中学部教員1 名 (本校着任 2 年
日) が対象となり、 弱視生徒の単独下校指導を歩行訓練
士と と もに担当する中で、 基礎的能力の指導およびフ ア
ミ リ アリ ゼー シ ョ ンの実施方法についてテキス トY を
使用して個人研修を行った。
2 ) 平成24年度
歩行訓練補助員と して中学部教員2 名が対象であった
(A 教員 : 着任 5 年目、B 教員 : 着任 3 年目、 平成23年
に引き続き選定)。 研修内容は、 まず歩行指導の知識に
関して基礎研修 (座学) を2 回実施した。 さらに、 手引
きによる歩行の指導、 及び補助具を使用しない歩行の指
導に関して基礎研修 (座学) を2 回、 フ ォローアップ研
修 (座学および演習) を2 回、 介護等体験実習生や教育
実習生への指導、 外部の研修での講師などの機会を活用
して指導実習研修2 回、 計6 回実施し、 その他に適宜個
人研修を実施した。 使用テキストは平成23年度に同じで
あ るo
3 ) 平成25年度
(1 )平成25年度の歩行訓練補助員選定についての状況
前年度の研修を経て一定の経験と実践と を重ねてきた
2 名の教員が異動になり、 継続的な歩行訓練補助員と し
ての連携ができな く なった。 また、 大阪市全域にわたる
大幅な人事異動によって本校の教職員構成も大き く変わ
り、 今年度は新たな歩行訓練補助員の選定に至らなかっ
た。 しかし、 全校的な研修体制をさらに充実させ、 次年
度に向けて人材を育成するという 観点からの取り組みは
継続して実施している。
(2)平成25年度の中心的な取り組み
学級担任や教科担任と して関わる各場面での指導に活
用できるよう な指導方法の体験研修を夏季休業中に全校
で実施すると と もに、 学齢や個々の児童生徒の実態に応
じた基礎的能力の指導、 手引きによる歩行の指導、 補助
具を使用 しない歩行の指導、 フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの
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実施の各項目について学部ごとに研修計画を立てて実施
している。
3 . 成果と今後の課題
成果と今後の課題を次に示す。
①教職員のなかで歩行指導や基礎的能力等の重要性に
ついての認識が高まり、 歩行訓練士と連携して主体的に
取り組もう とする教職員が増えた。
②歩行訓練補助員に対する研修時間の確保
平成23年度 ・24年度には、 年間を通して放課後等に個
人研修を行えないか検討したが、 時間の確保が困難で長
期休業中にフォローアップを実施したり、 外部支援等の
機会を研修に位置づけて実施するにと どまった。
③指導方法のマニュアル化
本研究で取り組んだ経験を基に本校の実情に応じた指
導マニュアルをまと めていきたい。 特に、 フ アミ リ アリ
ゼー シ ヨンの実施方法について検討を深めたい。
④継続的な歩行訓練補助員の育成の必要性についての
発信
校内組織である自立活動委員会を通して管理職にも働
きかけてい く 必要性がある。 
Ⅷ. 実践事例 5 : 宮城県立視覚支援学校
1 . 研修会のあり方
1 ) 研修会の内容と方法 ・ 留意点
研修会の内容と方法 ・ 留意点は以下である。
(1)手引きによる歩行の方法 ・ 留意点
①歩行訓練と しての視覚障害者の手引き技術向上のた
めの方法 (A の方法) と介助と しての手引きの方法(B 
の方法) の2 パターンを行う。 今回の研修では15回演習
を実施した内、10回を手引きによる歩行の内容で行った。
②A の方法とB の方法の内容や相違点について時間
をかけてしっかり身に着く よう にする。
(2)フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンの方法 ・ 留意点
①時間を多 く 費やし、 歩き慣れて覚えるという事では
な く 、 室内 フ アミ リ アリ ゼーシ ヨンや廊下フ アミ リ アリ
ゼー シ ヨンといった安全に効率よ く 確実に歩ける理論と
技術を講義や演習で時間をかけながら しっかり理解し、
実施できるよう にする。
(3)補助具を使用しない歩行の方法 ・ 留意点
①手による伝い歩きを行う。
2 ) 研修会の総合的留意点
次に研修会の総合的留意点を記す。
①研修時間の確保が難しいため校内での年間研修計画
の中に組み入れて十分な研修時間を設定する必要がある
と思われる。
②研修会参加者を希望制にするか指名制にするかを検
討する。 今回の研修では、 各学部1 名ずつこちらから指
名して選出した。 指名制の場合は歩行指導に関する技量
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や意欲等を見極める必要があるが、 研修会終了後、 確実
な戦力と して活躍しても らえる可能性がある。
2 . 歩行訓練補助員との連携
歩行訓練補助員との連携に関して以下の項日にそって
述べる。
(1 )連携の内容と方法
①歩行訓練補助員が歩行指導を行なう授業に入り、 指
導内容と方法の検討を一緒に行いながら授業を進める。
②歩行訓練補助員に新転入職員研修の際、 講師と して
手引きによ る歩行と フ アミ リ アリ ゼー シ ヨ ンの内容で研
修を実施する。
(2)連携の事例
①寄宿舎生徒の歩行指導を寄宿舎指導員と歩行訓練補
助員と歩行訓練士の3 名で実施し、 メイ ンの指導を歩行
訓練補助員が行った。 歩行訓練士が指導方法や内容につ
いて具体的なア ドバイ スを行いながら進めた。
②歩行訓練士が行う歩行指導に歩行訓練補助員1 名が
同行して実際場面を見てもらった後、 歩行訓練補助員が
同一生徒の歩行指導を行なった。
③新転入職員研修で歩行訓練補助員が講師を行い、 研
修内容や方法は歩行訓練士と相談しながら定めた。
3 . その他
本校の場合、 歩行指導は担任か自立活動担当教員 ( い
ずれも非専門教員) が行っており 、 残念ながら白杖によ
る歩行も実施している。 歩行訓練士は1 名しかいないた
め、 すべての児童生徒の歩行指導は担当できず、 非専門
教員には手引きによる歩行と フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンを
中心と した内容を行って、 屋外での歩行に関しては歩行
訓練士が実施するという事が難しい状況にある。 今後、
非専門教員と歩行訓練補助員と歩行訓練士との3 者の連
携も検討していかなく てはならないこ とが課題である。 
IX. 実践事例 6 : 兵庫県立視覚特別支援学校
1 . 実施内容と評価
1 ) 歩行訓練補助員養成研修会の内容 ・ 方法の確立
本校では全教職員を対象と した研修会は実施していな
い。 そのため、 分科会形式で行っている 「専門研修」 の- グループのメ ンバーを歩行訓練補助員 と仮定して、 次
の内容で座学と演習の形式で養成研修を実施した。
①基礎的能力の指導
②手引きによる歩行の指導
③補助具を使用しない歩行の指導
④フ アミ リ アリ ゼー シ ヨンの実施(室内 ・ 廊下)
⑤白杖による歩行指導の基本的な事柄と進め方
この研修会実施に際しての留意点は以下である。
① 「専門研修」 の開催が月に1 回 1 時間程度で8 回実
施したが、 出張や年休等で毎回必ず欠席者がいる状態で
なかなか内容を深めていく こ とが難しかった。 
視覚障害児童生徒の歩行指導における教員の連携
②研修内容の①については、 基礎的能力の項目を提示
し、 日常生活の中で指導できる場面に気づく こ とが大切
であると した。
③研修内容の②③については、 演習中の移動場面で行
い、 少ない研修時間を有効に活用するよう にした。 逆に
時間を取られるこ と もあったが、 タイ ムリ ーであるこ と
が大切と考え、 研修時間後や後日に時間を取り、 受講者
が理解できるよう丁寧に指導した。
④研修内容の③については、 同④の指導に不可欠であ
るためその演習場面で取り出して指導した。
⑤研修内容の④については、 担当している児童生徒が
実際に使う教室や廊下を使用し、 相互に指導し合う演習
を行った。 ポイ ント をおく 場所や言葉を考えていく こ と
で、 日頃気がつかない危険性や配置のアイ デアに気づ く
こ とがあり、 意義深いものと なった。
⑥研修内容の⑤については、 白杖の構成、 白杖の持ち
方 ・ 構え方 ・ 振り方、 直進歩行、 リズム歩行、 障害物回
避、 白杖による伝い歩き、 白杖の石突きの種類と利用に
絞って行った。 本来、 歩行訓練補助員の指導範囲外では
あるが、 知識と して、 また児童生徒側に立った視点が持
てるよう にという 考えで実施した。 演習は他の領域と同
様にアイ マスク体験を伴って行い、 視覚優位の指導の不
適切さ を体験から気づけるよう にするこ とができた。
⑦グループ内には全盲や弱視の教師もおり、 当事者自
身の体験に基づく 意見も活用でき、 逆に基本的なこ と を
知つても らえる機会と もなった。
2 ) 歩行訓練士と歩行訓練補助員との連携のあり方の
確立
歩行訓練士と歩行訓練補助員との連携のあり方に関す
る留意事項を次に示す。
①白杖歩行を含む歩行指導のニーズがある児童生徒の
担任と日常的なコ ミ ュニケーシ ョ ンを通して連携を行っ
た。 改まった時間を作ることが難し く 、 廊下や食堂、 下
校時など、 日常的な指導の現場で適切な機会を逃さない
よう にするこ とでより印象づけられ、 理解を深めても ら
う こ とができた。
②注意したこ とは、 歩行訓練士が直接児童生徒に指導
するのではな く 、 できるだけ歩行訓練補助員と しての担
任自身に指導してもらう よう にしたこ とである。
③手引きによ る歩行については、 単なる移動の補助で
は無 く 、 また慣れによる諸動作の簡略化にならないよう 、
安全最優先であること と互いに向上を目指す姿勢である
こと を繰り返し言葉に表して伝えるよう にした。
④重複障害児童生徒に対する手引きによる歩行は、 指
導より も移動の補助にならないよう、 安全重視で手引き
の受け方の向上を目指してチャレンジしていく よう促し
た。
⑤歩行訓練士が先に指導した対象児童生徒の単独通学
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については、 担任と と もに通学の様子を観察する機会を
できるだけ多 く持ち、 観察 ・ 注意点を示すよう にした。 
気になるこ とはまず歩行訓練士に相談するこ と と した。
⑥様々な日常的な移動場面で担任の児童生徒に対する
日常的な観察力が深まった実感がある。 
2 . 今後の課題
今後の課題について、 以下の項目にそってその内容を
記す。
(1)研修時間 ・ 機会の確保
①長期休業中の3 日間程度を研修日と して設定し、 集
中的に行う。
②参加対象者は全教職員 (寄宿舎指導員を含む) と し、
担当児童生徒に関連する職員 (担任、 自活担当者、 寄イ宿
舎指導員) を中心とする。
③研修会後は歩行訓練補助員と して児童生徒への直接
指導を担ってもらう。
④これまで通り日常的な場面に指導、 助言していく 姿
勢を大切にしていく。
(2)研修内容の検討、 指導資料の作成
①既存の資料と独自作成の資料 (通学路中心) をその
都度検討、 作成し保存していく。
(3)指導体制の確立
①現在は歩行訓練士が歩行訓練補助員 (担任) と個別
に対応している。
②分掌上では自立活動を指導する支援部の中に位置づ
けていく ことが妥当と考えるが、 本校の歩行訓練士( 2 
名) はいずれも支援部員では無いため、 新たに分掌を起
こ して対応するシステム作り が必要である。
③分掌が設置できない場合は、 何らかの組織を作って
対応できるよう にする。
④上記の取り 組みの中に、 歩行訓練にかかる諸経費
(教員の負担) の扱いについて、 視覚障害教育を行う 学
校と してあるべき対応を検討していく。
(4) 「(仮称) 歩行指導チーム (OMIT)」 の立ち上げの
検討
①歩行訓練士を中心に各学部から歩行訓練補助員を選
び、 5 ~ 7 名で組織する。
②歩行訓練補助員は、 歩行のニーズのある児童生徒に
対して身近な立場で継続指導に関われる教師を選ぶ。
③年度初めに全児童生徒に対して 「歩行指導に対する
ア ンケート」 を行い、 それぞれのニーズによ って指導計
画を立て、 必要経費を予算立てて指導に臨めるよう にす
る。
④校外における白杖による歩行指導は歩行訓練士が行
う o
⑤主に校内で行う基礎的能力の指導、 手引きによる歩
行の指導、 補助具を使わない歩行の指導、 フ アミ リ アリ
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ゼー シ ヨンの実施は、 歩行訓練補助員が歩行訓練士と と
もに、 あるいは歩行訓練補助員だけで担当する。
(5 )連携の具体性の検討
①定期的な情報交換会を持ち、 歩行訓練補助員同士が
持つ日頃の疑問や不安を共有し、 連携を深めてい く。 そ
れぞれの負担を考えると学期に1 回程度が妥当かと考え
る o
②指導経過を記録する 「個人カルテ」(進度表) を作
成し、 担当者が変わった時にスムーズに引き継ぎができ
るよう にする。 
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